
○平成23年度文部科学省委託調査研究 （以下「23年度調査」という。） 
 「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証 
  に係る調査研究」（日本大学文理学部） 

 ＜指定校校長調査＞ 

  【調査対象】 全国のコミュニティ・スクール指定校 813校(人) 
         小学校555校、中学校207校 
         その他(幼稚園・特別支援・高校・中等教育学校)51校 

  【調査実施時期】 平成23年10月～11月 

  【調査方法】 郵送法(校長宛の郵送による発送と回収) 

  【回 収 数】 675校 (回収率 83.0％)  
 
○平成25年度文部科学省委託調査研究 （以下「25年度調査」という。） 
 「コミュニティ・スクール指定の促進要因と阻害要因に関する調査研究」（日本大学文理学部） 
 
 ＜校長調査(指定校及び未指定校)＞  

  【調査対象】計1,201校 
  ・ＣＳ実践研究の指定を受けた学校のうちCS指定校(校長) 434校(人) ※1 
  ・上記のうちCS未指定校(校長)             135校(人) 
  ・※1に該当しないＣＳ(平成22年度～25年度)(校長)    632校(人) 

  【調査実施時期】平成25年10月～11月 

  【調査方法】郵送法(校長宛の郵送による発送と回収) 

    【回 収 数】760票(回収率 63.3％) 

調査の概要 

コミュニティ・スクールの実態 



文部科学省委託調査研究結果 

学校運営協議会法定外（権限外）活動 

○学校支援活動を実施している割合が約７割、学校評価を実施している割合が約８割 
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【23年度調査】 

  

  

権限外活動 

 

成果認識項目 

学校支援

活動を実

施 

保護者の

苦情に対

応 

学校評価

を実施 

地域行事

を計画 

学校行事

を計画 

学校運営の改善 
学校関係者評価が効果的に実施 ◎   ◎   ○ 

学校が活性化 ◎       ◎ 

児童生徒の変容 
児童生徒の学習意欲向上 ◎ △   ◎ △ 

生徒指導の課題解決 ◎ △   ◎   

教職員の変容 

  

教職員の意識改革 ◎ △     △ 

教職員の子どもと向き合う時間の増加 ◎ △       

保護者・地域連携の変容 

学校に対する保護者や地域の理解の深

まり 

◎         

保護者や地域からの苦情が減少 ◎ △   ○   

学校外の変容 

  

地域教育力が向上 ◎ △ △ ○ ◎ 

家庭の教育力が向上 ◎ △   ○ ○ 

学校運営協議会法定外（権限外）活動と成果認識の関係性 【23年度調査】 

注:◎＝強い有意な関係あり(p<0.01)、○=有意な関係あり(p<0.05)、△＝ある程度関係有り(数値差約10ポイント以上) 

○学校支援活動と成果認識は有意な関係がある 



文部科学省委託調査研究結果 

コミュニティ・スクールの成果認識（指定校） 【23年度調査】 
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学校と地域が情報を共有するようになった 

地域が学校に協力的になった 

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった 

特色ある学校づくりが進んだ 

学校関係者評価が効果的に行えるようになった 

学校に対する保護者や地域の理解が深まった 

保護者・地域の学校支援活動が活発になった 

教職員の意識改革が進んだ 

学校が活性化した 

教育課程の改善・充実が図られた 

保護者が学校に協力的になった 

地域の教育力が上がった 

地域が活性化した 

児童生徒の学習意欲が高まった 

保護者や地域からの苦情が減った 

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した 

児童生徒の学力が向上した 

家庭の教育力が上がった 

適切な教員人事がなされた 

教職員が子どもと向き合う時間が増えた 

 
※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計 



文部科学省委託調査研究結果 

コミュニティ・スクールの指定時期と成果認識 

発現期からみた成果認識 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

学校と地域が情報共有

学校に対する保護者や地域の理解の深まり

教職員の子どもと向き合う時間の増加

教職員の意識改革

保護者や地域による学校支援活動が活発に

地域が学校に協力的に

学校関係者評価が効果的に実施

特色ある学校づくり

地域連携の取組が効果的に

家庭の教育力が向上

学校が活性化

地域が活性化

保護者が学校に協力的に

児童生徒の学力向上

生徒指導の課題解決

児童生徒の学習意欲向上

地域教育力が向上

保護者や地域からの苦情が減った

適切な教員人事が実現

教育課程の改善

コミュニティ・スクールの成果認識の指定年度別数値差

平成16・17年度－平成23年度の数値

短期的成果

中期的成果

長期的
成果



文部科学省委託調査研究結果 

学校運営協議会運営上の課題（指定校） 
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学校運営協議会に対する一般教職員の関心が低い 

学校運営協議会の存在や活動が 

保護者・地域に余り知られていない 

会議の日程調整・準備に苦労する 

管理職や担当教職員の勤務負担が大きい 

委員謝礼や活動費などの資金が十分でない 

適切な委員の確保・選定に苦労する 

協議会の提案事項を遂行するために 

教職員が多忙になる 

会議での議論が活発でない 

委員が学校の状況を十分理解していない 

委員の出席状況がよくない 

一部の有力者等の意見に支配されがちである 

現在、学校運営協議会を運営する上で、課題になっていることには 

どのようなことがありますか。 

※「はい」と回答した校長の割合 

【23年度調査】 



文部科学省委託調査研究結果 

指定前後の課題に対する認識の変化 
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管理職や教職員の勤務負担が増える 

学校運営協議会の成果が不明確である 

類似制度との違いが理解できない 

従来の地域連携実践と変わらないだろう 

活動費や委員謝礼の支弁が困難である 

制度が形骸化するのではないか 

学校運営協議会委員の人材が得られない 

学校支援地域本部事業でも十分だろう 

保護者・地域の意見が反映されているので 

コミュニティ・スクールは特に必要ない 

任用の意見申し出で人事が混乱しないか 

特定委員の発言で学校運営が混乱する 

教育委員会のサポートが得られない 

保護者・地域の協力が得にくい 

学校の自律性が損なわれる 

委員同士の意見対立が起きないか 

教育上の学校間格差が生じかねない 

  指定前：コミュニティ・スクールに指定される以前は、 
       どのようなことを課題視していましたか 
  指定後：コミュニティ・スクールに指定された現在、 
       どのようなことが実際の課題になりましたか 
※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計 

○課題認識は、指定によって一定程度解消されている。 

【25年度調査】 



文部科学省委託調査研究結果 

学校運営参画に対する認識と指定の有無 【25年度調査（以下、同様）】 

学校運営協議会の承認権に対する認識と指定の有無 

教職員任用意見に対する認識と指定の有無 

校長への意見申出に対する認識と指定の有無 

教育委員会への意見申出に対する認識と指定の有無 

CS予定なし

（n=57）

CS指定校＋予定

（n=686）

地域・保護者が学校運営に参画すべきである 77.8%

地域・保護者が学校運営に参画すべきである 59.6%

学校運営は学校に

任せるべきである
22.2%

学校運営は学校に任せるべきである
40.4%

CS予定なし

（n=57）

CS指定校＋予定

（n=685）

基本方針の「承認」は特色づくりにつながる 88.3%

基本方針の「承認」は特色づくりにつながる 75.4%

基本方針の

「承認」は校長

の裁量権を狭

める 11.7%

基本方針の「承認」は校長の

裁量権を狭める 24.6%

CS予定なし

（n=56）

CS指定校＋予定

（n=673）

教職員任用の意見申し出で

よい先生が着任してくる
30.2%

教職員任用の意見申し出は

人事を混乱させる 69.8%

教職員任用の意見申し出で

よい先生が着任してくる
26.8%

教職員任用の意見申し出は

人事を混乱させる 73.2%

CS予定なし

（n=57）

CS指定校＋予定

（n=682）

校長への意見申し出で学校が活性化する 87.1%

校長への意見申し出で学校が活性化する 75.4%

校長への意見申

し出は学校の自

律性を損なう
12.9%

校長への意見申し出は学校

の自律性を損なう 24.6%

CS予定なし

（n=56）

CS指定校＋予定

（n=679）

教育委員会への意見申し出で学校が活性化する 75.7%

教育委員会への意見申し出で学校が活性化する 80.4%

教育委員会への意見申

し出は教委を混乱させ

る 24.3%

教育委員会への意

見申し出は教委を

混乱させる 19.6%



教職員の任用に関する意見があったコミュニティ・スクールは全体の約１６％ 

文部科学省委託調査研究結果 

24.0%

16.3%

36.5%

1.0%

63.5%

10.6%

25.4%

15.5%

33.8%

1.4%

63.4%

7.0%

22.6%

19.4%

45.2%

0.0%

64.5%

16.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

他校（同一市区町村）の特定の教員を自校に任命するよう

要望

他校（他市区町村）の特定の教員を自校に任命するよう要

望

自校の特定の教員を転出させないよう要望

特定の教員の昇任の要望

教員人事に関する一般的要望

その他

全体 小学校 中学校 その他（幼・特・高）

教職員の任用に関する意見の内容

※数字は、任用に関する意見の申出

を行った学校数に対する割合（％）

 

例１）地域との連携による学校づくりにマネジメント力を発揮する校長の留任を要望し、実現。 

例２）ミドルリーダーを強化したいという意見を提出し、がおおむね実現。 

例３）社会教育主事資格を有する教員の配置を要望し、実現。 

「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調査研究報告書」 
（平成26年3月、日本大学文理学部）より 

「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調査研究報告書」 
（平成26年3月、日本大学文理学部）より 

教職員の任用に関する意見は、教員人事に関する一般的要望が６割を超える。 

教職員の任用に関する意見の実態 
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人事に関する意見の申出（指定年度別） 

  あった    なかった    無回答 


